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第１章 事業計画の策定にあたって 

 

１ 計画の趣旨・位置付け 

我が国の子ども・子育て支援については、平成２年の「１．５７ショック」を契機と

して取り組みがスタートしました。平成 15 年７月には、「少子化社会対策基本法」が

制定され、子育て家庭が安心と喜びをもって子育てに当たることができるように、社会

全体で応援するとの基本的な考えに立ち、少子化の流れを変えるための施策を国をあげ

て取り組むべき極めて重要なものと位置付けられました。さらに、家庭や地域の子育て

力の低下に対応して、次世代を担う子どもを育成する家庭を社会全体で支援する観点か

ら、「次世代育成支援対策推進法」が制定され、地方公共団体及び事業主が、次世代育

成支援のための取り組みを促進するために、それぞれが行動計画を策定し、実施してい

くこととされました。 

しかしながら、依然として子どもや子育て家庭をめぐる環境は厳しく、核家族化や地

域のつながりの希薄化により、子育てに不安や孤立感を覚える家庭も少なくありません。

また、就労形態の多様化や女性の社会進出に伴い、保育ニーズが年々増大・多様化して

おり、仕事と子育てを両立できる環境の整備が今後も必要であり、さらに保育所では待

機児童が生じています。 

これらの課題に対応するため、平成 24 年８月に、「子ども・子育て支援法」をはじ

めとする「子ども・子育て関連３法」が成立し、「質の高い幼児期の学校教育・保育の

総合的な提供」「保育の量的拡大・確保」「地域の子ども・子育て支援の充実」を柱とす

る「子ども・子育て支援新制度」が平成 27 年度から本格施行されることとなりました。

この新制度では、子どもの最善の利益が実現される社会をめざすとの考えを基本とし、

障がい、疾病、虐待、貧困、家族の状況その他の状況により社会的な支援の必要性の高

い子どもやその家族を含め、すべての子どもや子育て家庭を対象に必要な支援を行うこ

とにより、一人一人の子どもが健やかに成長することができる社会を実現しようとする

ものです。 

さらに、平成 25 年６月には、「少子化危機突破のための緊急対策」が決定され、こ

れまでの取組を一層強化するとともに、「結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援」

の総合的な施策の充実・強化をめざすこととされました。 
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本市においては、平成 17 年３月に前述の「次世代育成支援対策推進法」に基づく行

動計画として、「奈良市次世代育成支援行動計画（前期計画：平成 17～21 年度）」を

策定するとともに、平成 22 年３月には後期計画（平成 22～26 年度）を策定し、国

の動向を踏まえつつ、本市の子ども・子育て支援の充実に向けて計画的に取り組んでき

たところです。 

また、平成 27 年４月１日には、「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例」を施行

し、今後は子どもへの支援及び子育て支援を社会全体で取り組むことをめざしています。 

本計画は、「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例」を踏まえつつ、「子ども・子育

て支援法」に基づく事業計画に位置付けるほか、これまでの「奈良市次世代育成支援行

動計画（後期計画：平成 22～26 年度）」を引き継ぐ計画としても位置付けることによ

り、本市の子ども・子育て支援に関する施策を幅広く網羅し、今までの取り組みをさら

に充実させていきます。 
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２ 計画の期間 

「子ども・子育て支援法」では、自治体は５年を１期とした事業計画を定めるものと

しています。本市の計画においても、平成 27 年度から平成 31 年度までの５か年を計

画期間とします。 

また、計画内容と実態に乖離が生じた場合は、計画の中間年を目安に計画の見直しを

行うものとします。 

 

 

【 計画期間 】 

 
22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

          

奈良市次世代育成支援行動計画（後期） 

     

奈良市子ども・子育て支援事業計画 

     

 
 

 

 

３ 計画の対象 

本計画は、奈良市に住むすべての子ども、子育て家庭、地域住民、行政、子どもが育

ち学ぶ施設の関係者や事業者の個人及び団体を対象とします。なお、子ども・子育て支

援法における「子ども」とは、満 18 歳未満とされていますが、施策の内容によっては、

義務教育終了前までの児童を中心とします。 
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４ 本市の他計画との関係   

この計画は、「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例」を最上位の規範とし、奈良

市第４次総合計画における子ども・子育てに関する分野別計画の役割も有しています。 

また、計画の推進にあたっては、子ども・子育てに関連する本市の各分野の計画との

連携・整合性を十分に考慮しつつ、柔軟に施策を展開していくものとします。 

 

 

【 他計画との関連イメージ 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奈良市子どもにやさしいまちづくり条例 

奈良市第４次総合計画 
＜基本構想・基本計画（前期・後期）＞ 

奈良市母子家庭・父子家庭等 
自立促進計画 

奈良市地域福祉計画 

奈良市障害者福祉基本計画 
奈良市障害福祉計画 

奈良市２１健康づくり計画 

奈良市教育ビジョン 

奈良市男女共同参画計画 

奈良市バリアフリー基本構想 

奈良市住生活基本計画 

奈良市子ども・子育て支援事業計画 
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ご存知ですか？？     

子ども・子育て会議     
 

 

 

 

   奈良市では、これからの奈良市の子ども・子育て支援に関する施策を検討するため、

「奈良市子ども・子育て会議」を設置しています。 

   会議の委員は全て外部委員で構成されており、学識経験者や幼保施設・子育て支援事

業の代表だけではなく、市内企業の代表、現在子育て中の保護者や市民公募の方にも参

加いただくことで、これからの奈良市の子ども・子育て支援について、さまざまな視点

から検討を行っています。また、事業計画の進捗状況は、この「子ども・子育て会議」

を通じて点検・評価を行っていきます。 

 

■子育て家庭の声を活かす仕組み 

 

 

アンケート調査の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内で子育て中のご家庭 

奈良市 子ども・子育て会議

事業計画の策定【PLAN】 

事業の実施【DO】 点検・評価【CHECK】 

改善・見直し【ACTION】

点検・評価

結果をホ

ームペー

ジで公開

コ ラ ム 

 

 


